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農林水産省・・・「食」と「環境」を未来へつなぐ
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農林水産省が担う政策分野

農林水産省が担う政策分野
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▼農林水産省は、「食」を中心に、産業政策、地域振興、インフラ、文化、外交等
の幅広い政策分野を総合的に担うため、「総合政策官庁」と呼ばれています。
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１．農林水産省ってどんなところ？
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① 食料をめぐる課題と政策

～国内外の食市場の変化と輸出促進～
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食料自給率の推移

▼我が国の食料自給率は、長期的に低下傾向で推移してきましたが、カロリーベー
スでは近年横ばい傾向で推移しています。

▼国民に対する食料の安定的な供給については、世界の食料需給等に不安定な要素
が存在していることを考慮し、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし､これ
と輸入及び備蓄とを適切に組み合わせることにより確保することが必要です。

食料自給率の目標
令和12年度(2030)

＜目標年度＞

7

６３％

３８％

東海農政局

R3



▼食生活の多様化が進み、国産で需要量を満たすことのできる米の消費が減少し、
飼料や原料の多くを海外に頼らざるを得ない畜産物や油脂類等の消費が増加した
結果、食料自給率が低下しました。

▼需要の変化に応じた生産の推進や、消費面においても、農業と食品産業の連携強
化等により、国産農産物の需要拡大を図ることも重要です。

食料消費構造の変化
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▼人口減少や高齢化に伴い、国内の市場規模は減少する可能性がある一方で、
世界の農産物マーケットは拡大する可能性があります。

農政を取り巻く状況の変化

人口減少・高齢化に
伴い、国内の食市場
規模は縮小の可能性

1億2,600万人
（1995年）

1億2,671万人
（2017年） 1億190万人

人口

83兆円
(1995年)

76兆円
（2011年）

飲食料の
マーケット規模

農産物貿易額
4,400億ドル
（約42兆円）
（1995年）

世界の食市場規模は
拡大の可能性1兆4,000億ドル

（約136兆円）
（2013年）

農業総産出額
10.4兆円
（1995年）

9.2兆円
（2016年）

20年前 現在 2050年

人口 57億人
（1995年）

74億人
（2015年） 98億人

＋32％

国

内

世

界

▲20％

14.5％
（1995年）

27.7％
（2017年）

高齢化率

飲食料の
マーケット規模
（主要国）

－ 340兆円
（2009年）

680兆
円

（2020年）
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② 農業をめぐる課題

～農業者と農地～
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▼日本の農業を支える基幹的農業従事者は、高齢化が進み、平均年齢は67歳です。

▼今後も昭和一桁世代のリタイヤや若い人材の他産業との獲得競争の激化等により、
大幅に減少する見込みです。

▼農業従事者減少に伴い、農地面積も、この50年で４分の３にまで減少しました。

農業従事者の減少・高齢化とそれに伴う農地の減少

展 望

資料：農林水産省「農林業センサス」

基幹的農業従事者：ふだん仕事として主に自営農業に従事した者。（家事や育児が主体の主婦や学生等は含まない。）
農業就業者：基幹的農業従事者及び雇用者（常雇い） 11
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資料：農林水産省「令和4年耕地面積」
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▼ 世代間のバランスのとれた農業就業構造の実現に向けて、青年層の就業者の増加
が喫緊の課題。

▼ 49歳以下の新規就農者数は、近年はおおむね２万人程度で推移。

12
農の雇用事業創設 青年就農給付金事業 創設

(現 農業次世代人材投資事業)

新規就農者数（49歳以下）の推移
（千人）

農の雇用事業
農業法人に就職した青年に対す
る研修経費として年間最大120
万円を最長２年間助成

農業次世代人材投資事業
（経営開始型）

50歳未満で独立して自営する認
定新規就農者に対して、年間最
大150万円を最長５年間交付

農業次世代人材投資事業
（準備型）

研修期間中、年間150万円を最
長２年間交付

（備考）１．農林水産省統計部「新規就農者調査」により作成。
２．H23～28年は、東日本大震災の影響で調査不能と
なった福島県の一部地域を除いて集計。

0

新規就農者の推移
東海農政局



③ 農林水産省の政策
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強い国内農業の創造

若い人が農業に参入
・高齢化する農業者

・減少していく農地

○ 現 状 ○ 目指すべき姿

なぜ、若い人が農業に入ってこないのか？

【目指すべき方向】

農業を職業の選択肢として魅力あるものに！

農業の成長産業化 ＝ 儲かる農業
14
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GFP(日本の農林水産物・食品輸出プロジェクト)

農林水産業の輸出力強化のための取り組み

▼輸出額は平成25年から９年連続で増加し、令和３年輸出実績は初めて１兆円を超えました。

▼2022年1月-12月の輸出実績は、過去最高を記録しました。

▼輸出に向けて、グローバル産地づくりや、輸出向け施設整備に対する支援などを推進しています。

15

GFPのサービス詳細
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農林水産物・食品の輸出額の推移



1 日本産食材サポーター店認定制度

2 海外における日本食・食文化発信の担い手育成（外国人料理人の育成等）
日本産品や日本食・食文化の魅力を発信し、我が国の食関連事業者等が海外展開をする際に
パートナーとなり得る人材を育成。

民間が主体となり、日本産食材を積極的に使用する海外のレストラン・小売店を「サポーター店」として認定する制度
を推進。日本産農林水産物・食品のユーザーである飲食店等を「見える化」し海外需要を拡大することで、輸出促進を図る。
実績進捗：8,838店（2022年12月末時点）

①日本料理の調理技能認定制度
②「日本食普及の親善大使」によるセミナー
③海外の外国人料理人を招へいした日本料理店研修
④日本人日本食料理人の海外展開支援事業
⑤海外料理学校との連携
⑥外国人料理人による日本料理コンテスト

外国人の日本料理の技術を
競い合う料理コンテスト
（和食ワールドチャレンジ）

日本料理店での研修料理講習会
(フェランディ料理学校)

3 トップセールスによる日本食・食文化の魅力発信

4 日本食･食文化の紹介映像の制作･発信
様々なメディアを活用し、日本産品や日本食・食文化の魅力
を発信する動画コンテンツを制作。
各国で発信するほか、5年間の利用権を確保し、農林水産省の
YouTube（maffchannel）での配信など、二次利用も実施。

国連総会
（2017年9月・NY）

ジャパンナイト
（2019年1月・ダボス）

【初音ミク】“OISHII” TRIP 【EURO NEWS】 Taste

総理、大臣等の国際会議出席や出張等の機会に合わせ、
日本産食材を活用したメニューのレセプションを実施。 和食レセプション

（2019年4月・ローマ）

海外への日本食・食文化の普及の取組
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世界トップレベルの「スマート農業」の実現に向けて

▼スマート農業とは、ロボット技術、AI、ICT等の活用により超省力・高品質生産を可能
にする農業です。

▼技術を早急に実用化・商品化し、農業者による実装を強力に推進しています。

スマート農業の例
・自動運転システム＋高精度GPS → 省力化、無人化により労働力不足を解消
・センシング技術＋ビッグデータ＋IoT+AI → 精密農業の実現により収量・品質を向上
・ロボット技術 → 重労働や危険作業からの解放により労働環境を改善

自動運転田植機
（農研機構実証ほ場（埼玉県））

農薬散布用ドローン
（（株）ローソンファーム新潟（新潟県））

・1haあたり10分で散布可能（従来作業で
は1haあたり1時間）
・大手農機メーカー等から販売中

・熟練者並の速度と精度で作業が可能
・2019年度以降実用化

・AIによる画像認識により、収穫適期の
果実を自動収穫
・大手メーカー等が開発中

自動収穫ロボット
（（株）浅井農園（三重県））

⇒我が国は、スマート農業に活用できる要素技術の特許出願件数が世界トップクラス
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農地の集積・集約化によるコスト削減

▼集積・集約化された農地で生産することで、コストを削減することができます。
▼農地の仲介者としての農地中間管理機構を活用するなどして、担い手への農地

利用集積率を８割にまで高めることを目標にしています。

小規模零細で所有権が分散した経営構造

農地の８割を担い手に集積

農地を
借りたい人

貸付け
貸付け
（転貸）

公的機関だから安心して貸せます。

ニーズに合わせて、まとまった
使いやすい農地が借りられます。

農地を
貸したい人

都道府県
農地中間管理機構
（都道府県の第3セクター）

都道府県
農地中間管理機構
（都道府県の第3セクター）

必要なら大区画化や果樹

の改植等の条件整備も行

います。
・ 出し手農家と個別に交
渉する必要はなく、機構
と相談することで農地が
借りられます。

信頼できる農地の中間的受け皿
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農林水産政策全体の方向性 ①
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農林水産政策全体の方向性②
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